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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）分子鎖中のケイ素原子に、一般式：
【化１】

（式中、Ｒ１は同じかまたは異なる、脂肪族不飽和結合を有さない一価炭化水素基であり
、Ｒ２はアルキル基であり、Ｒ３は同じかまたは異なるアルキレン基であり、ａは０～２
の整数であり、ｐは１～５０の整数である。）
で表されるアルコキシシリル含有基を一分子中に少なくとも２個有するオルガノポリシロ
キサン　１００質量部、
（Ｂ）一般式：
　　Ｒ４

２Ｓi(ＯＲ５)２
（式中、Ｒ４は一価炭化水素基であり、Ｒ５はアルキル基である。）
で表されるジアルコキシシランまたはその部分加水分解縮合物である架橋剤　０.５～３
０質量部、
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（Ｃ）縮合反応用触媒　０.１～１０質量部、および
（Ｄ）平均単位式：
　　(Ｒ６

３ＳiＯ１/２)ｂ(ＳiＯ４/２)
（式中、Ｒ６は同じかまたは異なる一価炭化水素基であり、ｂは０.５～１.５の数である
。）
で表されるシリコーンレジン　１０～２５０質量部
を含有する室温硬化性シリコーンゴム組成物。
【請求項２】
　（Ａ）成分の２５℃における粘度が１００～１,０００,０００ｍＰa・ｓの範囲内であ
る、請求項１に記載の室温硬化性シリコーンゴム組成物。
【請求項３】
　（Ａ）成分が、分子鎖両末端のケイ素原子にアルコキシシリル含有基を有する直鎖状の
オルガノポリシロキサンである、請求項１または２に記載の室温硬化性シリコーンゴム組
成物。
【請求項４】
　（Ａ）成分中のアルコキシシリル含有基が、式：
【化２】

で表される基である、請求項１～３のいずれか一項に記載の室温硬化性シリコーンゴム組
成物。
【請求項５】
　（Ｂ）成分が、ジメチルジメトキシシラン、メチルフェニルジメトキシシラン、または
ジフェニルジメトキシシランである、請求項１～４のいずれか一項に記載の室温硬化性シ
リコーンゴム組成物。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の室温硬化性シリコーンゴム組成物を（Ａ）成分と
（Ｂ）成分を架橋させるよう硬化させてなる、シリコーンゴム硬化物。
【請求項７】
　請求項６に記載のシリコーンゴム硬化物を備える、電子機器。
【請求項８】
　請求項６に記載のシリコーンゴム硬化物を用いる、電子機器の補修方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空気中の水分と接触することにより室温で硬化する室温硬化性シリコーンゴ
ム組成物、その室温硬化性シリコーンゴム組成物を硬化して得られるシリコーンゴム硬化
物、そのシリコーンゴム硬化物を備える電子機器、およびその電子機器の補修方法に関す
る。本出願は２０１３年１２月２７日付け出願の日本国特許出願２０１３－２７２６６９
号の優先権を主張しており、ここに折り込まれるものである。
【背景技術】
【０００２】
　空気中の水分と接触することにより室温で硬化してシリコーンゴム硬化物を形成する室
温硬化性シリコーンゴム組成物は、硬化に加熱を必要としないことから、電気・電子機器
のシーリング剤や接着剤として利用されている（特許文献１～４参照）。このような室温
硬化性シリコーンゴム組成物を電気回路または電極に接触した状態で硬化させた場合には



(3) JP 6574771 B2 2019.9.11

10

20

30

40

50

、長時間経過後も、該電気回路または電極からシリコーンゴム硬化物を除去することがで
き、補修やリサイクルが可能であるという特徴がある。
【０００３】
　しかし、特許文献１～４に記載された室温硬化性シリコーンゴム組成物は、基材に対す
る接着性が良好であるシリコーンゴム硬化物を形成するが、この基材からシリコーンゴム
硬化物を取り除く際、このシリコーンゴム硬化物が破断したり、凝集破壊を起こしたりし
て、効率的に除去するのが難しいという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－２２２７７号公報
【特許文献２】特開２００６－２２２７８号公報
【特許文献３】特開２００７－２３１１７２号公報
【特許文献４】特開２０１２－２１９１１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、空気中の水分と接触することにより室温で硬化して、硬化途上で接触
している基材に対して良好な接着性を示すとともに良好な剥離性を示すシリコーンゴム硬
化物を形成する室温硬化性シリコーンゴム組成物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決すべく、本発明者らが鋭意検討した結果、（Ａ）アルコキシシリル含有
基を一分子中に少なくとも２個有するオルガノポリシロキサン、（Ｂ）所定のアルコキシ
シランまたはその部分加水分解縮合物、および（Ｃ）縮合反応用触媒を含む室温硬化性シ
リコーンゴム組成物を用いることにより、上記課題を解決できることを見出し、本発明を
完成させた。
【０００７】
　具体的には、本発明の室温硬化性シリコーンゴム組成物は、
　（Ａ）分子鎖中のケイ素原子に、一般式：
【化１】

（式中、Ｒ１は同じかまたは異なる、脂肪族不飽和結合を有さない一価炭化水素基であり
、Ｒ２はアルキル基であり、Ｒ３は同じかまたは異なるアルキレン基であり、ａは０～２
の整数であり、ｐは１～５０の整数である。）
で表されるアルコキシシリル含有基を一分子中に少なくとも２個有するオルガノポリシロ
キサン、
（Ｂ）一般式：
　　Ｒ４

２Ｓi(ＯＲ５)２
（式中、Ｒ４は一価炭化水素基であり、Ｒ５はアルキル基である。）
で表されるアルコキシシランまたはその部分加水分解縮合物、および、
（Ｃ）縮合反応用触媒、
を含有してなる。
【０００８】
　より好適には、本発明の室温硬化性シリコーンゴム組成物は、
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（Ｄ）平均単位式：
　　(Ｒ６

３ＳiＯ１/２)ｂ(ＳiＯ４/２)
（式中、Ｒ６は同じかまたは異なる一価炭化水素基であり、ｂは０.５～１.５の数である
。）
で表されるシリコーンレジンをさらに含有する。
【０００９】
　（Ａ）成分の２５℃における粘度は、１００～１,０００,０００ｍＰa・ｓの範囲内で
あることが好ましい。
【００１０】
　（Ａ）成分は、分子鎖両末端のケイ素原子にアルコキシシリル含有基を有する直鎖状の
オルガノポリシロキサンであることが好ましい。
【００１１】
　（Ａ）成分中のアルコキシシリル含有基は、式：
【化２】

で表される基であることが好ましい。
【００１２】
　（Ｂ）成分は、ジメチルジメトキシシラン、メチルフェニルジメトキシシラン、または
ジフェニルジメトキシシランであることが好ましい。
【００１３】
　より好適には、本発明の室温硬化性シリコーンゴム組成物は、（Ａ）成分１００質量部
に対して、（Ｂ）成分を０.５～３０質量部含有し、（Ｃ）成分を０.１～１０質量部含有
し、（Ｄ）成分を１０～２５０質量部含有する。
【００１４】
　本発明の室温硬化性シリコーンゴム組成物は、（Ｅ）分子鎖中のケイ素原子に水酸基お
よびアルコキシ基を有さないオルガノポリシロキサンをさらに含有することが好ましい。
【００１５】
　本発明の室温硬化性シリコーンゴム組成物は、（Ｆ）接着促進剤をさらに含有すること
が好ましい。
【００１６】
　（Ｆ）成分は、エポキシ基含有アルコキシシラン、アクリル基含有アルコキシシラン、
アミノ基含有アルコキシシラン、およびエポキシ基含有アルコキシシランとアミノ基含有
アルコキシシランとの反応混合物からなる群より選択されることが好ましい。
【００１７】
　本発明の室温硬化性シリコーンゴム組成物は、（Ｇ）補強性充填剤をさらに含有するこ
とが好ましい。
【００１８】
　（Ｇ）成分は、ヒュームドシリカ微粉末、沈降性シリカ微粉末、焼成シリカ微粉末、お
よびヒュームド酸化チタン微粉末からなる群より選択されることが好ましい。
【００１９】
　本発明はさらに、前記した本発明の室温硬化性シリコーンゴム組成物を硬化させてなる
シリコーンゴム硬化物にも関する。
【００２０】
　本発明はさらに、前記したシリコーンゴム硬化物を備える電子機器にも関する。
【００２１】
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　本発明はさらに、前記したシリコーンゴム硬化物を用いる電子機器の補修方法にも関す
る。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明に係る室温硬化性シリコーンゴム組成物は、空気中の水分と接触することにより
室温で硬化して、硬化途上で接触している基材に対して良好な接着性を示すとともに、基
材から剥離する際に凝集破壊を起こさない、良好な剥離性を示すシリコーンゴム硬化物を
形成することができる。
【００２３】
　さらに、上記（Ｄ）シリコーンレジン成分をさらに含む本発明に係る室温硬化性シリコ
ーンゴム組成物は、向上した機械的強度を示すとともに、剥離時の糊残りが低減されるの
で、優れた補修性および再利用性を示すことができる。
【００２４】
　さらに、本発明に係るシリコーンゴム硬化物は、硬化途上で接触している基材に対して
良好な接着性を示すとともに、基材から効率的に剥離することができる良好な剥離性を示
す。また、本発明に係る電子機器は、上述したシリコーンゴム硬化物の基材に対する高い
接着性および剥離性により良好な信頼性を有する。また、本発明に係る電子機器の補修方
法は、上述した高い剥離性を有するシリコーンゴム硬化物を用いるので、容易に電子機器
の補修を行うことができる。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　[室温硬化性シリコーンゴム組成物]
　本発明に係る室温硬化性シリコーンゴム組成物は、上述した（Ａ）～（Ｃ）成分を含有
してなる。こうした室温硬化性シリコーンゴム組成物は、空気中の水分と接触することに
より室温で硬化して、硬化途上で接触している基材に対して良好な接着性を示すとともに
、基材から効率的に剥離することができる良好な剥離性を示すシリコーンゴム硬化物を形
成することができる。以下、各成分について詳細に説明する。なお、本明細書において、
粘度は２５℃において、ＪＩＳ　Ｋ７１１７－１に準拠してＢ型粘度計を用いて測定した
測定値である。
【００２６】
　（Ａ）成分は、本組成物の主剤であり、分子鎖中のケイ素原子に、一般式：
【化３】

で表されるアルコキシシリル含有基を一分子中に少なくとも２個有するオルガノポリシロ
キサンである。
【００２７】
　式中、Ｒ１は同じかまたは異なる、脂肪族不飽和結合を有さない一価炭化水素基であり
、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプ
チル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、およびオクタデシル基等のアルキル基；シク
ロペンチル基およびシクロヘキシル基等のシクロアルキル基；フェニル基、トリル基、キ
シリル基、およびナフチル基等のアリール基；ベンジル基、フェネチル基、およびフェニ
ルプロピル基等のアラルキル基；並びに、３－クロロプロピル基および３,３,３－トリフ
ロロプロピル基等のハロゲン化アルキル基が挙げられ、好ましくは、アルキル基、シクロ
アルキル基、またはアリール基であり、より好ましくは、メチル基またはフェニル基であ
る。また、式中、Ｒ２はアルキル基であり、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、
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ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、お
よびオクタデシル基が挙げられ、好ましくは、メチル基またはエチル基である。また、式
中、Ｒ３は同じかまたは異なるアルキレン基であり、例えば、メチルメチレン基、エチレ
ン基、メチルエチレン基、プロピレン基、ブチレン基、ペンチレン基、ヘキシレン基、ヘ
プチレン基、およびオクチレン基が挙げられ、好ましくは、メチルメチレン基、エチレン
基、メチルエチレン基、またはプロピレン基である。また、式中、ａは０～２の整数であ
り、好ましくは、０または１である。また、式中、ｐは１～５０の整数であり、好ましく
は、１～２０の整数であり、より好ましくは、１～１０の整数であり、特に好ましくは、
１～５の整数である。
【００２８】
　このようなアルコキシシリル含有基としては、例えば、式：
【化４】

で表される基、式：
【化５】

で表される基、式：
【化６】

で表される基、式：
【化７】

で表される基、式：

【化８】



(7) JP 6574771 B2 2019.9.11

10

20

30

40

50

で表される基、式：
【化９】

で表される基、式：
【化１０】

で表される基が挙げられる。
【００２９】
　（Ａ）成分の分子鎖中のケイ素原子に結合する上記アルコキシシリル含有基以外の基と
しては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基
、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、およびオクタデシル基等のアルキル基
；シクロペンチル基およびシクロヘキシル基等のシクロアルキル基；ビニル基、アリル基
、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル基、およびヘプテニル基等のアルケニル基；フ
ェニル基、トリル基、キシリル基、およびナフチル基等のアリール基；ベンジル基、フェ
ネチル基、およびフェニルプロピル基等のアラルキル基；並びに、３－クロロプロピル基
および３,３,３－トリフロロプロピル基等のハロゲン化アルキル基が挙げられ、好ましく
は、アルキル基、シクロアルキル基、アルケニル基、またはアリール基であり、より好ま
しくは、メチル基、ビニル基、またはフェニル基である。
【００３０】
　（Ａ）成分の分子構造は限定されず、例えば、直鎖状、一部分岐を有する直鎖状、分岐
鎖状、および環状が挙げられ、好ましくは、直鎖状、一部分岐を有する直鎖状、または分
岐鎖状である。上記アルコキシシリル含有基は、分子鎖末端のケイ素原子に結合していて
もよく、また、分子鎖途中のケイ素原子に結合してもよい。（Ａ）成分としては、分子構
造が直鎖状であり、分子鎖両末端のケイ素原子に上記アルコキシシリル含有基を有するオ
ルガノポリシロキサンが好ましい。
【００３１】
　（Ａ）成分の２５℃における粘度は限定されないが、好ましくは、１００～１,０００,
０００ｍＰa・ｓの範囲内であり、より好ましくは、１００～１００,０００ｍＰa・ｓの
範囲内である。（Ａ）成分の粘度が上記範囲の下限以上であると、得られるシリコーンゴ
ム硬化物の機械的強度が向上し、一方、上記範囲の上限以下であると、得られる組成物の
取扱作業性が向上する。
【００３２】
　（Ａ）成分を調製する方法としては、例えば、特開昭６２－２０７３８３号公報や特開
昭６２－２１２４８８号公報に記載の方法が挙げられる。
【００３３】
　（Ｂ）成分は、本組成物の架橋剤として作用し、硬化途上で接触している基材に対して
、経時での基材からの良好な剥離性を示すための特徴的な成分であり、一般式：
　　Ｒ４

２Ｓi(ＯＲ５)２
（式中、Ｒ４は一価炭化水素基であり、Ｒ５はアルキル基である。）
で表されるジオルガノジアルコキシシランまたはその部分加水分解縮合物である。
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【００３４】
　式中、Ｒ４は同じかまたは異なる一価炭化水素基であり、例えば、メチル基、エチル基
、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基
、デシル基、およびオクタデシル基等のアルキル基；シクロペンチル基、シクロヘキシル
基等のシクロアルキル基；ビニル基、アリル基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル
基、およびヘプテニル基等のアルケニル基；フェニル基、トリル基、キシリル基、および
ナフチル基等のアリール基；ベンジル基、フェネチル基、およびフェニルプロピル基等の
アラルキル基；並びに、３－クロロプロピル基および３,３,３－トリフロロプロピル基等
のハロゲン化アルキル基が挙げられ、好ましくは、アルキル基、シクロアルキル基、アル
ケニル基、またはアリール基であり、より好ましくは、メチル基である。また、式中、Ｒ
５は同じかまたは異なるアルキル基であり、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、
ブチル基、ペンチル基、およびヘキシル基が挙げられ、好ましくは、メチル基である。
【００３５】
　（Ｂ）成分としては、例えば、ジメチルジメトキシシラン、メチルフェニルジメトキシ
シラン、ジフェニルジメトキシシラン；およびこれらの部分加水分解縮合物が挙げられる
。（Ｂ）成分はこれらのジオルガノジアルコキシシランまたはその部分加水分解縮合物を
単独で用いても良く、また２種以上混合して用いても良い。
【００３６】
　（Ｂ）成分の含有量は、限定されないが、例えば、（Ａ）成分１００質量部に対して０
.５～３０質量部の範囲内であり、好ましくは、０.５～２０質量部の範囲内であり、より
好ましくは、０.５～１５質量部の範囲内であり、特に好ましくは、０.５～１０質量部の
範囲内である。（Ｂ）成分の含有量が上記範囲の下限以上であると、得られる組成物の硬
化性が十分であり、また、湿気遮断下、得られる組成物のシェルフライフが向上し、一方
、上記範囲の上限以下であると、得られる組成物が空気中の水分により速やかに硬化する
。
【００３７】
　（Ｃ）成分は、本組成物の架橋を促進する縮合反応用触媒である。このような（Ｃ）成
分としては、例えば、ジメチル錫ジネオデカノエートおよびスタナスオクトエート等の錫
化合物；テトラ(イソプロポキシ)チタン、テトラ(ｎ－ブトキシ)チタン、テトラ(ｔ－ブ
トキシ)チタン、ジ(イソプロポキシ)ビス(エチルアセトアセテート)チタン、ジ(イソプロ
ポキシ)ビス(メチルアセトアセテート)チタン、およびジ(イソプロポキシ)ビス(アセチル
アセトネート)チタン等のチタン化合物が挙げられる。
【００３８】
　（Ｃ）成分の含有量は、限定されないが、例えば、（Ａ）成分１００質量部に対して０
.１～１０質量部の範囲内であり、好ましくは、０.１～６質量部の範囲内である。（Ｃ）
成分の含有量が上記範囲の下限以上であると、得られる組成物が空気中の水分により速や
かに硬化し、一方、上記範囲の上限以下であると、得られる組成物のシェルフライフが向
上する。
【００３９】
　本発明に係る室温硬化性シリコーンゴム組成物は、上記（Ａ）～（Ｃ）成分以外にも、
他の成分を含有してもよく、例えば、以下の（Ｄ）～（Ｇ）成分をさらに含有してもよい
。
【００４０】
　（Ｄ）成分は、本組成物を硬化して得られるシリコーンゴム硬化物に適度の機械的強度
を付与し、硬化途上で接触している基材から効率的にシリコーンゴム硬化物を剥離する際
の糊残りを低減し、その結果、補修性および再利用性を向上するための成分であり、平均
単位式：
　　(Ｒ６

３ＳiＯ１/２)ｂ(ＳiＯ４/２)
（式中、Ｒ６は同じかまたは異なる一価炭化水素基であり、ｂは０.５～１.５の数である
。）
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で表されるシリコーンレジンである。
【００４１】
　こうした（Ｄ）成分をさらに含む本発明に係る室温硬化性シリコーンゴム組成物は、向
上した機械的強度を示すとともに、剥離時の糊残りが低減されるので、優れた補修性およ
び再利用性を示すことができる。
【００４２】
　上述した（Ｄ）成分を表す式中、Ｒ６は同じかまたは異なる一価炭化水素基であり、メ
チル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オク
チル基、ノニル基、デシル基、およびオクタデシル基等のアルキル基；シクロペンチル基
、およびシクロヘキシル基等のシクロアルキル基；ビニル基、アリル基、ブテニル基、ペ
ンテニル基、ヘキセニル基、およびヘプテニル基等のアルケニル基；フェニル基、トリル
基、キシリル基、およびナフチル基等のアリール基；ベンジル基、フェネチル基、および
フェニルプロピル基等のアラルキル基；並びに、３－クロロプロピル基、および３,３,３
－トリフロロプロピル基等のハロゲン化アルキル基が挙げられ、好ましくは、アルキル基
、シクロアルキル基、アルケニル基、またはアリール基であり、より好ましくは、メチル
基、ビニル基、またはフェニル基である。また、式中、ｂは０.５～１.５であり、より好
ましくは０．６～１．３である。また、（Ｄ）シリコーンレジンは、分子中にケイ素原子
結合水酸基またはケイ素原子結合アルコキシ基を０．２～５．０質量％含むことが好まし
い。こうしたケイ素原子結合水酸基の含有量は、例えば、核磁気共鳴法により測定できる
。こうした（Ｄ）シリコーンレジンは、当該技術分野で公知であり、各種市販のシリコー
ンレジンを適宜使用することができる。
【００４３】
　（Ｄ）成分の含有量は、限定されないが、例えば、（Ａ）成分１００質量部に対して、
１０～２５０質量部の範囲内であり、好ましくは、２０～２２０質量部の範囲内であり、
より好ましくは、３０～２００質量部の範囲内である。
【００４４】
　（Ｅ）成分は、本組成物から得られるシリコーンゴム硬化物を適度な柔らかさにすると
ともに接着性を向上させるための成分であり、分子鎖中のケイ素原子に水酸基およびアル
コキシ基を有さないオルガノポリシロキサンである。（Ｅ）成分中のケイ素原子に結合す
る水酸基およびアルコキシ基以外の基としては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル
基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基
、およびオクタデシル基等のアルキル基；シクロペンチル基、およびシクロヘキシル基等
のシクロアルキル基；ビニル基、アリル基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル基、
およびヘプテニル基等のアルケニル基；フェニル基、トリル基、キシリル基、およびナフ
チル基等のアリール基；ベンジル基、フェネチル基、およびフェニルプロピル基等のアラ
ルキル基；並びに、３－クロロプロピル基、および３,３,３－トリフロロプロピル基等の
ハロゲン化アルキル基が挙げられ、好ましくは、アルキル基、シクロアルキル基、アルケ
ニル基、またはアリール基であり、より好ましくは、メチル基、ビニル基、またはフェニ
ル基である。こうした（Ｅ）成分としては、例えば、両末端ジメチルビニルシロキシ基封
鎖ジメチルポリシロキサンおよび両末端トリメチルシロキシ基封鎖ジメチルポリシロキサ
ン等を挙げることができる。（Ｅ）成分の分子構造は限定されず、例えば、直鎖状、一部
分岐を有する直鎖状、分岐鎖状、および環状が挙げられ、好ましくは、直鎖状、一部分岐
を有する直鎖状、または分岐鎖状である。（Ｅ）成分の２５℃における粘度は限定されな
いが、好ましくは、１０～１,０００,０００ｍＰa・ｓの範囲内であり、より好ましくは
、５０～１００,０００ｍＰa・ｓの範囲内である。（Ｅ）成分の粘度が上記範囲の下限以
上であると、得られるシリコーンゴム硬化物から（Ｅ）成分のブリードアウトを抑制でき
、一方、上記範囲の上限以下であると、得られる組成物の取扱作業性が向上する。
【００４５】
　（Ｅ）成分の含有量は、限定されないが、例えば、（Ａ）成分１００質量部に対して１
～１００質量部の範囲内であり、好ましくは、１～８０質量部の範囲内であり、より好ま
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しくは、１～７０質量部の範囲内であり、特に好ましくは、１～６０質量部の範囲内であ
る。（Ｅ）成分の含有量が上記範囲の下限以上であると、得られる組成物の接着性が良好
となり、一方、上記範囲の上限以下であると、得られるシリコーンゴム硬化物から（Ｅ）
成分のブリードアウトを抑制できる。特に、有機樹脂に対する接着性が良好であることか
ら、（Ｅ）成分の含有量は、（Ａ）成分１００質量部に対して、１５～６０質量部の範囲
内であることが好ましい。
【００４６】
　（Ｆ）成分は、接着促進剤であり、本組成物の硬化途上で接触している有機樹脂に対す
る接着性を向上させるための成分である。（Ｆ）成分の接着促進剤としては、３－グリシ
ドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、３
－グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン、２－(３,４－エポキシシクロヘキシル
)エチルトリメトキシシラン、および４－オキシラニルブチルトリメトキシシラン等のエ
ポキシ基含有アルコキシシラン；３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－
メタクリロキシプロピルトリエトキシシラン、および３－アクリロキシプロピルトリメト
キシシラン等のアクリル基含有アルコキシシラン；３－アミノプロピルトリメトキシシラ
ン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－(２－アミノエチル)－３－アミノプロ
ピルトリメトキシシラン、およびＮ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン
等のアミノ基含有アルコキシシラン；並びに上記エポキシ基含有アルコキシシランと上記
アミノ基含有アルコキシシランとの反応混合物が挙げられ、特に、上記エポキシ基含有ア
ルコキシシランと上記アミノ基含有アルコキシシランとの反応混合物が好ましい。このよ
うなエポキシ基含有アルコキシシランとアミノ基含有アルコキシシランとの反応混合物を
調製する方法としては、例えば、特公昭５５－４１７０２号公報や特公平７－１１３０８
３号公報に記載の方法が挙げられる。
【００４７】
　（Ｆ）成分の含有量は、本組成物が硬化途上で接触する有機樹脂に十分な接着性を付与
できる量であれば限定されないが、好ましくは、（Ａ）成分１００質量部に対して０.０
１～１０質量部の範囲内であり、好ましくは、０.０１～５質量部の範囲内である。（Ｆ
）成分の含有量が上記範囲の下限以上であると、有機樹脂に対する接着性が十分であり、
一方、上記範囲の上限以下であると、得られる組成物が空気中の水分と接触することによ
り速やかに硬化する。
【００４８】
　（Ｇ）成分は、補強性充填剤であり、本組成物を硬化して得られるシリコーンゴム硬化
物に機械的強度を付与し、基材からの剥離性を向上させるための成分である。（Ｇ）成分
としては、例えば、ヒュームドシリカ微粉末、沈降性シリカ微粉末、溶融シリカ微粉末、
焼成シリカ微粉末、ヒュームド二酸化チタン微粉末、ガラス繊維、並びにこれらの表面を
オルガノシラン類、シラザン類、およびシロキサンオリゴマー等で表面処理して疎水化し
た微粉末が挙げられる。（Ｇ）成分の微粉末の粒子径は、特に限定されないが、例えばレ
ーザー回折散乱式粒度分布測定によるメジアン径で０．０１μｍ～１０００μｍの範囲内
であり得る。
【００４９】
　（Ｇ）成分の含有量は、限定されないが、（Ａ）成分１００質量部に対して０.１～５
０質量部の範囲内であることが好ましい。
【００５０】
　また、本組成物には、本発明の目的を損なわない限り、その他任意の成分として、例え
ば、石英微粉末、炭酸カルシウム微粉末、珪藻土微粉末、水酸化アルミニウム微粉末、ア
ルミナ微粉末、水酸化マグネシウム微粉末、マグネシア微粉末、酸化亜鉛微粉末、炭酸亜
鉛微粉末、およびこれらの表面をオルガノシラン類、シラザン類、またはシロキサンオリ
ゴマー等で表面処理して疎水化した非補強性充填剤；その他、有機溶剤、防カビ剤、難燃
剤、耐熱剤、可塑剤、チクソ性付与剤、硬化促進剤、電極・配線等の腐食防止剤・マイグ
レーション防止剤および／またはカーボンブラック等の顔料を含有してもよい。
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【００５１】
　本組成物は、（Ａ）成分～（Ｃ）成分、および（Ｄ）成分、さらに必要に応じて、（Ｅ
）～（Ｇ）成分、およびその他任意の成分を湿気遮断下で均一に混合することにより製造
することができる。シリコーン組成物の各成分の混合方法は、従来公知の方法でよく特に
限定されないが、通常、単純な攪拌により均一な混合物となる。また、任意成分として無
機質充填剤等の固体成分を含む場合は、混合装置を用いた混合がより好ましい。こうした
混合装置としては特に限定がなく、一軸または二軸の連続混合機、二本ロール、ロスミキ
サー、ホバートミキサー、デンタルミキサー、プラネタリミキサー、ニーダーミキサー、
およびヘンシェルミキサー等が例示される。このようにして調製された本組成物は、湿気
遮断下、密閉容器中に封入することにより長期間貯蔵することができる。
【００５２】
　[シリコーンゴム硬化物]
　本発明に係るシリコーンゴム硬化物は、上述した室温硬化性シリコーンゴム組成物を硬
化したものである。こうした室温硬化性シリコーンゴム組成物の硬化する方法は、特に限
定されないが、通常空気中の水分と接触することにより速やかに硬化することができ、シ
リコーンゴム硬化物を形成する。こうしたシリコーンゴム硬化物は、硬化途上で接触して
いる基材に対して良好な接着性を示すとともに、基材から効率的に剥離することができる
良好な剥離性を示す。
【００５３】
　[電子機器]
　本発明に係る電子機器は、上述したシリコーンゴム硬化物を備える電子機器である。電
子機器としては、特に限定されないが、例えば、ガラス、エポキシ樹脂、ポリイミド樹脂
、フェノール樹脂、またはセラミック等の基材上に、銀、銅、アルミニウム、または金等
の金属電極；ＩＴＯ(Ｉｎｄｉｕｍ Ｔｉｎ Ｏｘｉｄｅ)等の金属酸化膜電極が形成された
電気回路または電極等を含む電子機器が例示される。こうした電極としては、例えば、液
晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、フラットパネルディスプレイ（ＦＰＤ）、およびフラットパ
ネル表示装置の電極等が挙げられ、本組成物は、こうした電極のコーティングとして用い
ることができる。こうした電子機器は、シリコーンゴム硬化物の硬化途上で接触している
基材に対する高い接着性および高い剥離性により、良好な信頼性を有する。
【００５４】
　[電子機器の補修方法]
　本発明に係る電子機器の補修方法は、上述した基材に対する良好な剥離性を有するシリ
コーンゴム硬化物を用いる補修方法である。こうした補修方法によれば、シリコーンゴム
硬化物が基材に対して良好な剥離性を有するので、シリコーンゴム硬化物を糊残りなく剥
離させて容易に電子機器の補修を行うことができる。
【実施例】
【００５５】
　本発明の室温硬化性シリコーンゴム組成物を実施例により詳細に説明する。なお、実施
例中、粘度は、２５℃において、ＪＩＳ　Ｋ７１１７－１に準拠してＢ型粘度計を用いて
測定した測定値である。また、室温硬化性シリコーンゴム組成物を硬化して得られたシリ
コーンゴム硬化物の基材に対する剥離性、接着性、および補修性（再利用性）を次のとお
りに評価した。
【００５６】
＜シリコーンゴム硬化物の基材に対する剥離性の評価方法＞
　ガラス製基材に室温硬化性シリコーンゴム組成物からなる接着層を厚さが１ｍｍとなる
ように形成し、これを２５℃、５０％ＲＨで７日間静置して前記組成物を硬化させて試験
片を作製した。この試験片を短冊状に切断し（長さ４．０ｃｍ×幅１．０ｃｍ×厚さ０．
５ｍｍ）、１８０度方向に５０ｍｍ／分のスピードで剥離試験を行った。接着破断面の状
態を目視で観察し、シリコーンゴム硬化物が凝集破壊した割合を凝集破壊（ＣＦ）率とし
て求めた。ＣＦ率が０％であることは、シリコーンゴム硬化物の剥離時の凝集破壊が抑制
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され、基材に対してシリコーンゴム硬化物が良好な剥離性を有することを意味する。
【００５７】
＜シリコーンゴム硬化物の基材に対する接着性の評価方法＞
（引張強さの測定）
　上記試験片からＪＩＳ Ｋ６２５２（加硫ゴムの引裂張試験方法）に記載のクレセント
形試験片を打抜いて、試験片とした。これを用いて、ＪＩＳ Ｋ６２５２に準じて、島津
製作所社製、「オートグラフ ＳＥＳ－１０００」を用いて測定した。
【００５８】
（切断時伸び率の測定）
　ＪＩＳ Ｋ６２５１に準じて、島津製作所社製、「オートグラフ ＳＥＳ－１０００」を
用いて測定し、上記引張強さの測定に用いた試験片が切断した時の伸びを初期に対する比
率(%)で表わした。
【００５９】
＜シリコーンゴム硬化物の基材に対する補修性の評価方法＞
　ガラス製基材（３ｍｍ×８０ｍｍ）に室温硬化性シリコーンゴム組成物からなる接着層
を厚さが０．５ｍｍとなるように形成し、これを２５℃、５０％ＲＨで７日間静置して前
記組成物を硬化させて試験片を作製した。得られたシリコーンゴム硬化物を２０度方向に
５０ｍｍ／分のスピードで剥離試験を行った。補修性（再利用性）を以下の基準に基づい
て評価した。
　　１：容易に基材から剥離できるとともに、剥離試験の間シリコーンゴム硬化物が全く
破断せず、非常に優れた補修性を示した。
　　２：容易に基材から剥離できるとともに、剥離試験の間シリコーンゴム硬化物が１ま
たは２回しか破断せず、良好な補修性を示した。
　　３：容易に基材から剥離できたが、剥離試験の間シリコーンゴム硬化物が３回以上破
断したため、補修性に実用上問題があった。
【００６０】
　実施例および比較例の室温硬化性シリコーンゴム組成物を調製するため、次のとおりの
原料を用いた。
(Ａ)成分：粘度が５００ｍＰa・ｓであり、分子鎖両末端のケイ素原子に、式：
【化１１】

で表されるトリメトキシシリルエチル含有基を有する直鎖状のジメチルポリシロキサン
（Ｂ－１）成分：ジメチルジメトキシシラン
（Ｂ－２）成分：メチルトリメトキシシラン（比較のための成分）
（Ｃ）成分：チタンジイソプロポキシビス(エチルアセトアセテート)
（Ｄ）成分：平均単位式：
{（ＣＨ３）３ＳiＯ１/２}０.６５（ＳiＯ４/２）
で表されるシリコーンレジン （ケイ素原子結合水酸基の含有量：１．０質量％未満）
（Ｅ）成分：粘度が５００ｍＰa・ｓである、分子鎖両末端のケイ素原子にトリメチルシ
ロキシ基を有する直鎖状のジメチルポリシロキサン
（Ｇ）成分：BET法による比表面積が130m2/gであり、表面がヘキサメチルジシラザンで処
理されたヒュームドシリカ粉末
　なお、上記（Ａ）成分は、特開昭６２－２０７３８３号公報に記載の方法に準じて調製
した。
【００６１】
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［実施例１～６並びに比較例１および２］
　湿気遮断下、(Ａ)成分、(Ｂ‐１)成分、（Ｂ－２）成分、(Ｃ)成分、（Ｅ）成分、およ
び（Ｇ）成分を表１に示す配合量で均一に混合して室温硬化性シリコーンゴム組成物を調
製した。この室温硬化性シリコーンゴム組成物を硬化して得られたシリコーンゴム硬化物
の剥離性を評価し、その結果を表１に示した。
【００６２】
【表１】

【００６３】
［実施例６～１３および比較例３］
　湿気遮断下、(Ａ)成分、(Ｂ‐１)成分、（Ｂ－２）成分、(Ｃ)成分、および(Ｄ)成分、
並びに必要に応じて溶媒を表２に示す配合量で均一に混合して室温硬化性シリコーンゴム
組成物を調製した。この室温硬化性シリコーンゴム組成物を硬化して得られたシリコーン
ゴム硬化物の剥離性、接着性、および補修性を評価し、その結果を表２に示した。
【００６４】
【表２】

【産業上の利用可能性】
【００６５】
　本発明の室温硬化性シリコーンゴム組成物は、空気中の水分と接触することにより室温
で硬化し、硬化途上で接触している基材に対して良好な接着性を示し、必要により効率的
に基材から剥離性を示すシリコーンゴム硬化物を形成することから、電気・電子部品の補
修が可能な封止剤、接着剤、防湿コート剤として好適である。
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